
rこれからの地域福祉のあり方に関する研究会J開催要綱   

1．趣旨   

○ 介護保険制度′や障害者自立支援法の制定など、各種福祉施策の利用方式は  

措置から契約にかわり、利用者のニーズにあわせた分野別のフォーマルサー  

ビスの整備は進んでいる状況にある。  

○ また、高齢者等ができる限り住み慣れた地域や家庭で生活を送れるよう、  
・介護保険制度では、地域密着型サービスの創設、  
・ 医療保険制度改革では、在宅医療の推進、  
障害者自立支援法では、障害者の地域での自立、  
・ 精神障害者の地域への移行  

等が行われている。このように各制度において、地域への移行がキーワード  

となっており、地域で支える仕組みの構築が求められている。  

○ 一方」少子高齢化が進んでいる中、地域におけるあらゆるニーズを全て、  
フォーマルサービスでカバーするには限界がある。特に  

■ 制度の外にある生活ニーズへの対応  

1 制度の谷間にある者への対応  

「孤独」への対応  

・制度から排除された者を社会としていかに受け入れるかというソーシャ  

ルインクルージョンの問題   

などは、地域で受け止め、対応していくことが必要である。  

○ このように、地域社会で支援を求めている者に住民が気づき、住民相互で  

支援活動を行う等の地域住民のつながりを再構築し、支え合う体制を実現す  

るための方策を検討するため、本研究会を開催する。   

2．主な検討項目  

（1）地域福祉の意義と役割について  

（2）地域福祉の現状について  

（3）地域福祉に関する諸政策についての評価  

（4）今後の目指すべき方向   

3．開催時期等   

平成19年10月3日に第1回を開催し、年度内を目途に報告書を取りまとめ  

る。   

4．その他   

研究会は、厚生労働省社会・援護局長の下に置くこととし、庶務は厚生労働   
省社会・援護局地域福祉課において行う。   
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「これからの地域福祉のあり方に関する研究会」の開催経緯  

回   内  
容  

フ‾－マ   既存施策のレビュー  

第2回  テーマ：「地域福祉が取り組むべき課題」   ＜社会福祉協議会＞   

（10月  報告者：O「地域の現状と課題」  地域福祉課   ・全国社会福祉協議会   

19日）   O「高齢者虐待、孤立死の現状と課題」老健局   地域福祉部長渋谷篤男氏  

O「児童虐待の現状と課題」  雇児局  

○名廿路地区たんぽぽの会  代表 岩渕雅子氏   

第3回  テーマ：「地域の要支援者への支援のあり方について」   ＜民生委員児童委員＞   

（11月  報告者：○川崎市宮前区野川地区すずの会 代表 鈴木恵  ・全国民生児童委員連合会事   

9日）   子氏   務局 山田宜贋氏  

○松戸市常磐平団地自治会 会長 中沢卓実氏   

第4回  テーマ：「地域福祉を進めるためのシステムのあり方につい  ＜福祉サービス利用援助事業＞   

（11月   て～地域福祉を更に発展させるためにはどうすれ  ・世田谷区社会福祉協議会   

19日）  ばよいか」  （区成年後見センター）  

係長田連仁重民  

報告者：○全国コミュニティライフサボーートセンター理事  

長池田昌弘氏  

＜地域福祉計画＞      ○三重県伊賀市社会福祉協議会 事務局長 平井  

俊圭氏   ・地域福祉課   

第5回  ＜ボランティア＞  

（12月  ・大阪ボランティア協会  

3日）   報告者：○第一｝生命経済研究所主任研究員鈴木征男氏  早瀬昇氏   

第6回  ＜共同募金＞  

（12月  ・中央共同募金会企画広報  

14日）   報告者：○花王株式会社コーホ0レートコミュニケーション部門社会貢    部長島村糸子氏  

献部長 嶋田実名子氏   

＜生活福祉資金＞  

・北海道社会福祉協議会生活  

支援課長亀川義信氏  
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（1月  委員及び全国社会福祉協議会による茨城県日立市視察・意見交換会の実施   

15日）  

第7回  

（1月  

30日）   報告者：O「地域包括支援センターにおける相談支援事業の現状」老健局  

0噛害者関係相談支援事業の現状」障害保健福祉部  

O「子育て等児童関係相談事業の現状」 雇児局  

○富士宮市地域包括支援センター  センター長 土屋幸己氏   

第8回  

（2月  

18日）   

第9回  

（2月  

軍7日）   

第10回  

（3月  

14日） 

第11回  

（3月  

27日）   




